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 平素は、兵庫県社会就労センター協議会及びＮＰＯ法⼈兵庫セルプセンター（以下、「兵庫セルプ」）

の活動にご理解ご協⼒を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、先⽇ 2020 年 4 ⽉ 20 ⽇〜28 ⽇の間に、会員の皆様に「新型コロナウィルス影響調査」を

実施させていただき 34 事業所より回答をいただきました。つきましては、調査結果を会員の皆様に

お知らせさせていただきます。別紙、「新型コロナウィルス影響調査①結果について」をご参照くだ

さい。 

 

 調査実施から回答期限まで、⼤変短期間ではございましたが、アンケートにご協⼒いただき、誠

にありがとうございました。皆様からいただきましたアンケート回答や貴重なご意⾒等につきまし

ては、兵庫県主管課等にも情報提供し、有益な施策実現に努⼒いたします。 

 5 ⽉ 31 ⽇までの緊急事態宣⾔延⻑を受けて、さらに状況は厳しさを増しています。 

兵庫セルプでは、引き続き新型コロナウィルス感染予防対策等、⼤変な⽇々が続きますが、今後

も継続して状況調査を実施し、事業所の皆様の状況把握に努め、兵庫県主管課等へ要望や提⾔を⾏

っていく次第です。 

 今後とも、よろしくご協⼒のほど宜しくお願い申し上げます。 
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「新型コロナウィルス」の影響調査①の結果について 
 

 

 

 

兵庫県社会就労センター協議会 

ＮＰＯ法⼈兵庫セルプセンター 

 

影響調査対象︓兵庫県社会就労センター協議会及び NPO 兵庫セルプセンター会員 

回答事業所 ︓34 事業所 

実施期間  ︓2020 年 4 ⽉ 20 ⽇（⽉）〜28 ⽇（⽕） 

 

【１】授産事業について 
調査内容 回 答 

（１）影響を受けている品

⽬や役務作業等について 

 

※ 今回の新型コロナウィルス感染

拡⼤等影響を受けている事項を

記⼊。 
 

 

■⽣産品⽬等 

・バザー・イベント中⽌等      ９事業所 

 ・委託販売先閉鎖等            12 事業所 

 ・製造減及び製造⾃粛           4 事業所 

 ・店舗来客数減及び⾃粛         7 事業所 

 ・受注減等                     3 事業所 

 

■役務作業等 

 ・受注作業減・中⽌等             20 事業所 

 ・施設外就労中⽌・⾃粛等          8 事業所 

 ・清掃業務先閉鎖等                ５事業所 

 ・利⽤⾃粛による作業量調整        4 事業所 

 ・受注作業量増（マスク製造作業）  1 事業所 

 ・受注作業慮増（他施設⾃粛の為）  1 事業所 

（２）上記の（１）に対し

て、対応されている事など

があればご記⼊をお願い

します。 

 

・納期・量の調整                  ６事業所 

・職員が販売活動                  7 事業所 

・職員が作業           8 事業所 

・新規作業開拓                    4 事業所 

 ・作業時間（短縮等）の変更        6 事業所 

影 響 調 査 ① 結 果 



（３）マスクや消毒液等に

ついて 

・概ね、全ての事業所においてマスクやアルコール等の 

不⾜及び不⾜が⾒込まれる、加えて新たに購⼊も難しい状況 

となっている。 

等々

 

【２】利⽤者について 
（１）利⽤者の通所状況 
 
 

※ 4 ⽉ 7 ⽇ 

7 都府県に緊急事態宣⾔ 

※ 4 ⽉ 16 ⽇ 

全国に緊急事態宣⾔ 

 

 

4 ⽉ 3 ⽇と 4 ⽉ 20 ⽇の通所利⽤者数の⽐較（利⽤⾃粛の状況等） 

■就労継続⽀援Ａ型 

  回答事業所         3 事業所 

低下無し         2 事業所 

70％以上         1 事業所 

■就労継続⽀援Ｂ型 

  回答事業所                29 事業所 

低下無し         5 事業所  

10％以下         2 事業所  

10〜30％         9 事業所 

30〜50％         4 事業所 

50〜70％         6 事業所 

70％以上         3 事業所 

■⽣活介護 

  回答事業所                10 事業所 

低下無し         1 事業所 

10％以下         1 事業所 

10〜30％         2 事業所 

30〜50％         3 事業所 

50〜70％         1 事業所 

70％以上         2 事業所 

■その他福祉サービス 

  回答事業所         8 事業所 

低下無し         4 事業所 

10％以下         1 事業所 

10〜30％          

30〜50％          

50〜70％         1 事業所 

70％以上         2 事業所 



（２）緊急事態宣⾔後の保

護者や利⽤者からのご意

⾒や反応等 

・障害特性によっては、現状理解が難しい。 

・居場所を確保することが難しくなってくる。 

・保護者の不安から通所利⽤の⾃粛となった。 

・在宅より、通所希望（保護者・利⽤者）をされる場合が多い。

・通所⾃粛時の在宅での⽀援要 

・事業所から家庭への情報発信や共有等の必要性を感じた。 

・在宅時の⽀援や作業等のメニュー検討が必要となってくる 

が対応が現状難しい。 

・事業所内での 3 蜜を回避することに限界がある。 

・公共交通機関での通所を⾃粛されている場合がある。 

・先の⾒えない中で、利⽤⾃粛がいつまで続くのか分からない 

中での不安。 

等々

（３）⼯賃について ■⼯賃変動積⽴⾦ 

 ・有り                        9 事業所 

 ・無し                       25 事業所 

■今回の新型コロナウィルスの影響での⼯賃の増減、 

あるいは影響がなかった等 

 ・⼯賃減                     24 事業所 

 ・現時点では影響は無い        4 事業所 

 ・不明                        6 事業所 

 

【３】職員について 

（１）時差通勤の実施状況

等について 

 ・時差通勤を実施している         3 事業所 

 ・現在検討中である               1 事業所 

 ・公共交通機関の利⽤⾃粛・禁⽌   2 事業所 

 ・現状実施していない等          28 事業所 

（２）職員の在宅勤務（テ

レワーク）の実施内容につ

いて 

 ・実施している                   5 事業所 

  （テレワークの実施内容例） 

   隔⽇在宅勤務 始業・終業時に連絡。 

   課題等を与え進捗状況やレポートの提出。 

   スカイプ等の活⽤。 

   利⽤⾃粛をされている利⽤者への電話連絡等。 

   テレワークが可能となる環境の職員がいない。 

 ・検討中                         4 事業所 



 ・現状実施していない            25 事業所 

  （その理由等） 

   利⽤者減による有給休暇取得を奨励。 

   個⼈情報の持ち出しによる懸念。 

   現状は通所利⽤をされている利⽤者が少ない。 

（３）職員の出勤状況につ

いて 
※ 保育所・学校等の休校等の影響

など。 

 ・⾮常勤職員への出勤⽇数及び時間調整を実施している。 

 ・学校の休校による出勤が難しい職員がいる。 

 ・法⼈内で職員の⼦供預かりを実施している。 

等々
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